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序　　　　　文

　アルゼンチン共和国は広大な国土及び鉱物資源賦存の可能性の高い地質環境を有しているが、探

査・開発が十分に進んでおらず、いまだ鉱物資源の産出量は少ない。その一因として鉱物資源の探

査・開発に必要な基礎的地質情報が整備されていないことがあげられており、今後、効率的に情報

の整備を進めていく必要があると指摘されています。

　そのためアルゼンチン共和国政府は、鉱業庁傘下の地質・鉱業調査所（SEGEMAR）において1993

年より「国家地質・テーマ別地図作成プログラム」を実施中である。効率的にこれらの地図作成作業

を進めていくために、人工衛星画像解析（リモートセンシング）を活用すべく、1994年にリモートセ

ンシング・地理情報システム部を設置しました。しかしながら、人材及び設備の不足が制約要因と

なり、十分な成果をあげられない状況にありました。

　かかる背景の下、アルゼンチン共和国政府は、先進的な衛星データ処理・解析技術、及びそのた

めに必要な機器・ソフトウェアを導入することにより、地質マッピング作業を効率化することを目

的とし、プロジェクト技術協力を我が国政府に対し要請してきました。

　この要請を受け日本政府は国際協力事業団（JICA）を通じて３回の短期調査を実施し、2000年12月

21日にR/D署名を行い、2001年３月より本プロジェクトを開始いたしました。

　本プロジェクト開始後、約２年を経過した段階で中間評価を行うとともに、今後の協力期間の活

動を協議することを目的に運営指導調査団を派遣しました。

　本報告書は同運営指導の協議結果を取りまとめたものです。ここに本運営指導調査団の派遣に関

して、ご協力頂いた日本・アルゼンチン両国の関係各位に対し、深甚な謝意を表すとともに、あわ

せて今後のご支援をお願いする次第です。

　2004年2月

独立行政法人国際協力機構

鉱工業開発協力部

部長　中島　行男
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第１章　中間評価の概要

１－１　運営指導調査の概要

　2001年３月より４年間の予定で開始された「アルゼンチン先進的地質リモートセンシングプロジェ

クト」において協力期間の中間を迎えるにあたり、プロジェクトの進捗状況や技術移転達成度の状

況確認として中間評価を行うこととした。

１－２　調査団及び合同評価委員会構成

（1）日本側

〈調査団〉

団長・総括 岡崎　 俊夫（国際協力事業団　特任参事）

技術移転計画 加藤　 碵一（産業技術総合研究所）

技術移転評価 熊谷　 研一（インダストリアルサービス・インターナショナル）

リモートセンシング技術 小澤　 晃子（国際鉱物資源開発協力協会）

プロジェクト運営管理 土井 ゆり子（国際協力事業団　鉱工業開発協力部）

〈プロジェクト専門家〉

チーフアドバイザー 横川　 勝美　

地質リモートセンシング 河野　　 愛　

デジタル画像処理 賀来　　 学　

業務調整 山口　 浩二

〈JICAアルゼンチン事務所〉

所　長 高井　 正夫

次　長 加藤　 誠治

所　員 Juan Carlos Yamamoto　

（2）アルゼンチン側

Mr. Jorge Mayoral Undersecretary of Mining and President of SEGEMAR

Dr. Pedro Alcantara Executive Secretary （Secretario Ejecutivo）

Dr. Roberto N.F. Page Director of Geology and Mineral Resources Institute

（Instituto de Geología y Recursos Minerales : IGRM）

Dr. Graciela Marín Acting Director of Remote Sensing and GIS Division Unidad de

Sensores Remotos y Sistema de Información Geografica）, IGRM

Dr. José E. Mendía Director of Regional Geology Direction （Dirección de Geología

Regional : DGR）, IGRM
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Dr. Antonio Lizuain Coordinator of Regional Geology Direction （Dirección de

Geología Regional : DGR）, IGRM

Dr. Eduardo Zappettini Director of Geological and Mining Resources Direction

（Dirección de Recursos Geológico Mineros : DGRM）, IGRM

Dr. Omar R. Lapido Director of Environmental and Applied Geology Direction

（Dirección de Geología Ambiental y Aplicada : DGAA）, IGRM

Dr. Carlos Gabriel Asato Staff of Remote Sensing and GIS Division, IGRM

Mr. Martin Rivolta  Director of Bilateral Cooperation, Ministry of Foreign Affairs

Ms. Andrea De Fornasari Staff of Bilateral Cooperation, Ministry of Foreign Affairs
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１－３　調査日程及び面談者
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１－４　評価方法及び項目

　投入実績の確認、専門家、カウンターパート（C/P）へのアンケート及びヒアリングをとおして必

要な情報を入手し、プロジェクト・サイクル・マネージメント（PCM）手法により、評価５項目（効

率性、目標達成度、インパクト、妥当性、自立発展性）について評価を行った。各項目に対する評

価結果とともに、プロジェクト中間時点における結論、提言を導き出した。評価結果については合

同評価委員会において日本・アルゼンチン側双方の承認を得たうえで、合同評価レポートとして取

りまとめた。
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第２章　協議結果

２－１　協議結果

　１－３に示した調査日程及び面談者のとおり関係者と協議のうえ、合同評価レポート及びM/M

として協議結果を取りまとめた。

２－２　調査団所感

（1）アルゼンチンの経済が2001年12月から危機的状況に陥っているにもかかわらず、実施機関で

ある地質・工業調査所（SEGEMAR）が本プロジェクトの運営に優先的に予算をつけてきたこ

とはアルゼンチン側が本プロジェクトを重要視していることに他ならないと評価できた。

　2002年の上半期はまったく予算が執行されず、下半期になって予算が確保できたとの事実が

あることを考えればアルゼンチン側は本プロジェクトをよく支えているといえよう。

（2）しかしながら、アルゼンチン経済はまだ回復しておらず、厳しい状況が続いていることは事

実である。2003年の予算の審議が下院で開始されたが、政府の予算案は22％のインフレ、GDP

成長３％、公務員給与の13％カットなどまだまだ厳しい状況にあるといえる。したがって、日

本側としてもこの状況を理解し、何んらかの手助けをすべきものと考える。

（3）名称（ASTER）の技術そのものはランドサット画像よりはるかに利用価値の高いとの評価が

世界的にあり、アルゼンチンでも本プロジェクトをとおして、その評価が高まりつつある。特

に鉱山会社のみならず、研究機関、大学などで利用したいとの要望が増えていることは本プロ

ジェクト技術協力の有効性を示すものとして評価できる。

（4）本プロジェクトの自立発展性を考えた場合、C/Pの定着が不可欠であることはいうまでもな

い。この点でアルゼンチン側がプロジェクト協力期間中に、現在のC/Pを引き続き確保するよ

うに努力することを明言したことは自立発展性のプラス要因である。

（5）ASTERの利用技術としては、今後いろいろな分野が考えられる。たとえば防災ハザードや環

境地図の作成など利用範囲は広い。今後の後半の協力に向けてASTERの活用・利用を考えるこ

とがプロジェクトの発展をもたらすとの評価が、日本・アルゼンチン側双方で一致した。ま

た、評価結果の提言で述べたように、処理された衛星データに過去の既存データを集約し、リ

ファレンスデータとなるような情報整理を行えば付加価値が更に上がり、利用価値が増すと思

われる。外部へのデータ提供を考慮に入れたデータの整理、管理体制の整備が必要であると思

われる。
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第３章 評価結果

　評価対象は本来、地質分野のパートＡと環境等分野のパートＢの２分野であるが、計画上、現段

階ではパートＢの活動、成果はＡの活動・成果で充足されているとみなし、パートＡを中心として

評価を行った。

JPCMによる評価結果の要約

　現在までのところ、「活動」「成果」はほぼ計画どおりに進行中であり、実行プロセスもほぼ良好で

ある。「プロジェクト目標」の達成についてはアルゼンチンの経済危機の影響により、地質図、鉱床

生成図作成のための現地調査が遅れている。

３－１　評価の詳細

３－１－１　効率性

効率性は高い。

投入に関しては、プロジェクト開始時に、資機材（本邦購入のパソコン）の入荷遅れ、インター

ネットの設置遅れ・不備で活動に遅れを生じたものの、現時点ではその影響はほとんどない。全

体的には人・機材・施設が適切にタイミングよく配置され、有効に活用されている。

 経費も計画的に運用している。ただし、2002年１月ごろから、アルゼンチン側は経済危機とペ

ソ安による影響で、ローカルコスト（例えば消耗品、機械維持費）の支出及びドル建て物品の購入

（例えばソフト）が厳しい状況になった。この状況の解消には時間を要するであろうし、今後、プ

ロジェクトのローカルコストのみならず、地質図作成費用の手当てが懸念される。C/Pの大部分

が６か月間の解約職員であることに関しては、基本的には新規の正規職員はどの官庁においても

採用しないという政府の政策があり、解雇・離職率は低く、大きな問題となっていない。また、

C/Pの大部分はプロジェクト終了後も同じ仕事に就きたいと希望している。IGRMにおいて、プ

ロジェクト終了後もC/Pを継続的に定着させておくことは重要である。

３－１－２　有効性

プロジェクトは有効に運営されている。ただし、外部条件の変化 （中央政府による運営費支援）

により、プロジェクト終了までに有効性が十分に発揮できない可能性がある。

本プロジェクトに必要な組織体制は第１年度に確立され、質の高いC/Pが配置されている。　

C/Pは第１年度で機材の運用管理に習熟し、ガイダンスを通じて基礎的知識・技術を習得した。

また、初年度後半には現地実証研修を行い、技術的理解の手助けとなった。2002年度は、詳細な

データ処理と応用面での技術移転が展開されている。C/Pの技術移転習熟度の評価は技術移転の
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詳細にわたり、専門家による評価、C/Pの自己評価がなされている。その評価シートによれば、

個人差はあるもののC/Pの先進的リモートセンシング活用能力は、順調に向上している。また、

SEGEMARの幹部はC/Pの技術向上が予想以上であったと賞賛している。

セミナーは既に３度にわたり実施され毎回100名近い参加者があった。また、地方におけるワー

クショップの実施、学会等への投稿も行われている。こうした活動を通じて、地質図やテーマ図

作成にかかわる地質技師の多くが先進的リモートセンシングの有用性を認識してきた。かつ、

SEGEMAR職員以外（農業研究所、原子力委員会、大学、鉱山会社、地質コンサルタント）におい

ても、本プロジェクト活動の理解が深まっている。なかでも、世界屈指の鉱山会社のリオチント

等から画像処理依頼を受けていることは特筆すべきであろう。

以上のように「プロジェクト目標」達成に向け、成果は順調に推移している。一方、「プロジェ

クト目標」が達成されるためには計画された枚数の先進的リモートセンシングが活用された地質

図・鉱床生成図が、作成されていなければならない。現在、地質図・鉱床生成図作成の予定され

ている地域の画像処理が行われている。

しかしながら、地質図やテーマ図作成のための現地調査費用の手当てが経済危機の影響で困難

になっているため、画像を元にした現地調査作業に遅れを生じている。SEGEMARとしてはプロ

ジェクトに支障のない範囲において、外部のユーザーに対し、有料の画像処理サービスを実施

し、地質図・テーマ図作成費用の一部として充当するなどの手立てを講じて、プロジェクト目標

を達成したいと考えている。

３－１－３　インパクト

以下のプラスのインパクトが見出された。

外部（農業研究所、原子力委員会、大学、鉱山会社、地質コンサルタント等）の先進的リモート

センシングの有効性の認識が高まってきており、画像処理の依頼がきている。また、アルゼンチ

ンチンのリモートセンシングの権威である大学教授がASTERに高い関心を示すなど、アルゼンチ

ンにおける先進的リモートセンシング期待の高まりが見出せる。

マイナスのインパクトは本調査においては見出せなかった。

３－１－４　妥当性

プロジェクトは妥当である。

プロジェクト開始前、国家経済の復興をめざして、外国企業による鉱業投資を促進し、鉱業を

国の主要産業として形成する、という国家戦略が掲げられていた。この国家戦略にのっとり「国

家地質・テーマ図作成プログラム」が実施されており、本プロジェクトはこのプログラムを支援

するものであった（Ⅲ．１．英文版プロジェクトの背景と調査団派遣の項目参照）。
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2002年に新しい政権が発足したが、この鉱業に関する国家戦略に変わりはない。むしろ、直面

する経済危機を克服するためにも、鉱業投資推進はますます必要性を増している。現在のところ

金属価格の低迷により、世界中の金属鉱床探鉱開発は停滞気味であり、かつアルゼンチンの経済

が不安定であることに対する懸念から、アルゼンチン鉱業への投資は少ない。しかし、2000年末

に「アルゼンチン・チリ鉱業統合条約」が発効し、国境を越えた鉱床の広域調査・探査・開発が可

能になっており、国境付近の金鉱山開発プロジェクトの開発が始まろうとしている。このような

ことから、金属価格が上昇し、アルゼンチンの経済が安定化すれば、アルゼンチンに対する鉱業

投資は高まってくると考えられる。そのためには鉱床腑存有望地区の精度の高い地質図・テーマ

図の早急な整備が必要である。

また、技術移転されているASTERは現在でも地質図・テーマ図に、より有益な情報を与えるこ

とのできる「先進的リモートセンシング」の位置を占めている。

以上に述べたように国家戦略、経済再建、移転技術等の観点から、本プロジェクトは妥当性を

有しているといえる。

３－１－５　自立発展性

現在までの「活動」及び「成果」の進捗状況から判断すれば「プロジェクト目標の達成」は可能であ

る。今後、プロジェクト終了に向け、地質図・テーマ図の作成を通じて、C/Pの地質リモートセ

ンシング技術力の強化、調査部門との技術協力体制を確立していくことが重要である。

セミナー・ワークショップを通じ、関係団体の関心も高まっており、将来的には協力関係が構

築される可能性もある。今後は、作成された図面が鉱業開発の促進に供されるものであることを

念頭に置いて、ユーザーのなかでも、特に民間鉱山会社を主眼とした広報活動が大切である。

以上、技術移転されたC/Pがプロジェクトに定着することを前提にすれば、技術的には自立発

展性には問題はない。そのためにSEGEMARは、C/Pが安定的に雇用されるような手立てを講じ

なければならない。

自立発展性での問題点は、プロジェクト終了後、先進的リモートセンシングを活用した地質

図・テーマ図の作成に必要な経費を政府が負担できるかどうかである。プロジェクト終了後、

SEGEMARは人件費、消耗品等物品費、等の運営費に限らず、リモートセンシング・データの購

入費、機材の維持管理費が必要であり、更には近い将来、機材の更新・増強費用が必要である。

2001年の10月以降、経済危機の影響で、アルゼンチン側の困難な財政状態が続いている。しかし

ながら、現在の状況は改善傾向にある。

 SEGMARは、有料画像処理によって生じた収入を機材・システムの更新・維持管理に充当す

ることを更に強化する検討を含んだプロジェクト終了後の先進的リモートセンシング活動の計画

を、プロジェクト終了までに策定する。
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第４章　結　論

　今までのところ、ほぼ計画どおりの活動が実施され、期待された成果が発現してきている。今

後、プロジェクト目標達成に向け、先進的データを用いた地質図及び鉱床生成図の作成の実作業を

推進することになる。現在の達成度から判断すれば、プロジェクト目標は技術的にはプロジェクト

終了までに達成可能である。

　一方、アルゼンチンにおける経済危機が外部条件（中央政府の支援）を妨げており、プロジェクト

目標も達成度を低くする可能性があり、プロジェクトへの運営費の安定確保に向けたSEGEMARの

諸対策が肝要である。家を含む日本側の専門家とこれらに関する優先度を検討し具体案を立案する

ことが望ましい。
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第５章　提　言

（1）リモートセンシングを用いたハザードマッピングや地質環境調査のようなパートBの活動を

進捗させるために、短期専門家を含む日本側の専門家とこれらに関する優先度を検討し具体案

を立案することが望ましい。

（2）処理されるアスターデータをより便利に利用し得るように、関連する地質・地物データだけ

でなく、メタデータ（検索図や文献ほか）のような補助的データを統合することが望ましい。
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IGRMによって、

資源探査のため

の地質図・テー

マ図*1が整備され

る。�

GRMが鉱物資源

探査のための地

質図・テーマ図

を作成するのに

ASTER PALSAR�

などの先進的衛

星データを利用

できる。�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

上位目標�

上位目標の達成

度（見込み）�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

プロジェクト目

標�

�

�

�

�

プロジェクト目

標達成度�

�

調査項目�

１．�

・毎年、地質図・テーマ図は作成

されたか�

・毎年の計画を満たす数量の地質

図・テーマ図は作成されたか？�

・地質図・テーマ図に先進的リモ

ートセンシングのデータが活用

されているか？�

�

�

２．�

・どのようなテーマ図が何種類、

増えたか？�

・そのテーマ図に先進的リモート

センシングのデータが活用され

ているか？�

３．�

・作成されたテーマ図はすべてユ

ーザーの入手が可能か？リモー

トセンシング画像は？�

・どのような手順、金額で入手で

きるか？それは確立されている

か？�

・ユーザーにとって経済的・省力

的メリットはあるか？�

・ユーザーの評判はどうか？どう

反映しているか？�

�

�

�

�

１．�

・プロジェクト開始から何枚のテ

ーマ図、地質図が作成された

か？�

・それは年度計画を満たす枚数で

あったか？�

・何枚のテーマ図、地質の作成に

ASTERデータが活用されたか？�

・プロジェクト終了までに千分の

１地質図８枚、25万分の１鉱床

生成図2枚の作成は可能か？�

�

調査結果�

・現在IGRMは年ごとに地質図・テーマ

図の作成を計画している。この計画に

基づいて25万分の１の地質図はほぼア

ルゼンチンをカバーし、40枚の10万分

の1の地質図が作成されている。160の

テーマ図作成のプロジェクトが稼動中

である。鉱床生成図作成は1999年に開

始した。現在のところ、技術移転の段

階であり、先進的リモートセンシング

のデータの活用された図面はない。�

・技術移転を通じて先進的リモートセン

シングが有効に利用できるテーマ図の

種類を検討中である。現在、詳細地質

図（10万分の１のテーマ図）の作成を

手掛けているが、これは新しいテーマ

図のひとつである。�

・完成したテーマ図は一般者が入手可能

であり、手順等についてはSEGEMAR
のホームページで紹介している。完成

しているが発行されていない段階のも

のはSEGEMARの図書館で閲覧できる。

ASTER情報についてもホームページで

紹介している。処理できる範囲内で一

般に提供する。�

・ユーザーにとって探査対象地域の絞込

みが可能になり、基礎調査の省力化に

よる、経済的メリットがある。�

・セミナーの開催、学会等への投稿を通

じて有効性をユーザーに紹介している。

ユーザーからの問い合わせもあり、関

心度が高まっている。�

・2002年度（暦年）事業予算では６地区

の地質図の作成を行う。プロジェクト

は2003年度より地質図作成作業に

ASTERデータを提供することになる。

実際に着手しているのは４地区である。

プロジェクトでは４地区（６枚）の地

質図について画像処理を行い、DGRと

地質的な検討を行っている。DGRの調

査作業は資金難のため、スタートが遅

れた。現在のところ、資金上の問題が

あるが、プロジェクト終了までの作成

枚数については、達成可能である。�

・プロジェクト終了までの作成予定枚数

は達成可能である。�

備考�

第６章　 評価グリッド

６－１　実　績
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�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

1. IGRMにおいて

衛星データ活

用体制が確立

されている。�

�

�

成果�

成果の達成度�

�

２．�

・ASTERデータを使用した地質図・

テーマ図の精度アップに貢献し

たか？�

�

�

�

�

�

�

３．�

・ASTERデータの利用により、作

図作業の効率はどのような面で、

どの程度、増減したか？�

�

�

�

１-1．�

・C/P、専門家の配置計画にはど

のようなものがあるか？　また、

現時点での計画は？�

・各計画間で変更があれば、その

理由は？�

・各計画どおりに人員配置がなさ

れたか（時期、人数）？�

・C/P、専門家（短期専門家）は質、

量ともに十分か？�

・人員配置の不備による悪影響は

生じたか？�

・今後、どのように推移する見通

しか？�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

1-2．�

・施設、機材、ローカルコストは

どのように計画されているか？

　�

・当初計画に比べ、大きな変化が

あったか？　その理由は?�

・各計画どおりに施設、機材、ロ

ーカルコストが供与されたか？�

・施設、機材、ローカルコストは

質、量ともに十分か？�

・施設、機材、ローカルコストの

不備による悪影響は生じたか？�

・今後、どのように推移する見通

しか？�

・まだ図面は完成していないが、今まで

使用してきたLANSATデータより、精

度が高いことが、C/PやIGRM内の作

図関係者の多くに認識されてきている。

特に地質的には地質構造のみならず岩

種や変質鉱物が確認できること。�

・実際に州と大学の要請に応じて作成し

ているFarallón Negro地域の詳細地質

図作成作業において、過去に知られて

いなかった地質情報を得ている。�

・まだ図面は完成していないが、地質調

査等の効率が高まることが、IGRM内

の地質調査関係者の多くに認識されて

きている。地形的には、国土が広く構

造物が記載されている地形図がアルゼ

ンチンには乏しく、DEMが地形図と

して利用できること。�

1-1 �

・フルタイムC/P、長期専門家の配置に

関しては当初計画に基づいている。�

・パートタイムC/P短期専門家は当初計

画を基本にして、各年の詳細計画に従

って配置されている。したがって、基

本計画からの大きな乖離はない。�

・C/P、専門家ともに計画どおりに配置

されている。�

・フルタイムC/P、長期・短期専門家と

もに適正な人員が配置され、優秀な人

材である。ただし、短期専門家の滞在

期間が２週間程度と短く、しかもその

間、専門家が持参したソフトのインス

トールや、講演に短期専門家の時間が

多く費やされて、技術移転が十分に行

われないケースも多いので、この点を

改善してほしいとフルタイムC/P全員

が希望している。�

・現在、SAR解析のため物理・数学的知

識を有する要員１名、データ管理及び

有料画像サービス化に向けて１名、合

計２名の増員を検討中である。�

1-2 �

・当初計画を基に毎年計画が策定されて

おり、したがって、当初計画との間に

大きな乖離はない。�

・いくつかの機材（日本から出荷された

パソコン４台）の入荷が約３か月遅れ、

プロジェクト初期の活動が遅れた。こ

のため2001年活動計画が見直された。

またインターネットの遅れ、不備（ド

メイン等に関して）も活動に若干の悪

影響を与えている。2001年10月以降、

アルゼンチンの経済危機の影響で、ア

ルゼンチン側ではローカルコスト（消

耗品や機材のメンテナンス）の支払い、

またペソ安のためドル建ての資機材購

入に困難が生じている。�
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�

�

�

�

�

�

�

�

�

2. 衛星データ活

用に必要な機

材、衛星デー

タが適切に利

用、維持管理

されている。�

�

�
�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

3. IGRMの地質技

師が、鉱物資

源探査のため

の地質図・テ

ーマ図作成に

際してASTER、
PALSAR等の先

進的衛星デー

タを利用する

ために必要な

技術を習得し

ている。�

�

�

�

�

成果�

成果の達成度�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

2-1�

・機材の利用、維持管理計画に関

し、毎年、どのような計画が策

定されたか？�

・計画に基づいた、利用・維持管

理がなされたか？�

・サプライヤーを含めた十分な保

守体制が設けられているか？�

2-2�

・機材の利用・管理に関する予算

は十分であったか？�

2-3�

・個々のC/Pは現有機材の利用・

管理の知識をどの程度有してい

るか？�

2-1, 2-2, 2-3今後の見通しは？�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

３．�

・技術移転（項目Ⅰ～Ⅳ、Ⅶ）は

当初活動計画どおり、進捗して

いるか？�

・質・量（時間）、ともに十分か？�

・個々のC/Pは移転された技術を

十分に活用できるか？�

・今後の見通しは？�

�

�

・ローカルコストが不十分で2002年の現

地調査に遅れを生じている。�

　SEGEMARとしてはプロジェクトに支

障のない範囲において、外部のユーザ

ーに対し、有料の画像処理サービスを

実施し、地質図・テーマ図作成費用の

一部として充当するなどの手立てを講

じて、プロジェクト目標を達成したい

と考えている。�

2-1 �

・毎年、当初計画を基にした機材の利用、

管理計画が策定されている。�

・計画に基づいて適切な機材・データの

利用・維持管理が行われており、すべ

ての機器はフル稼働率している。�

・RS/GIS部門にメンテナンス要員を有し、

サプライヤーを含むメンテナンス体制

は十分で、大きな故障が発生したこと

はない。�

2-2�

・アルゼンチンにおける経済危機の影響

でローカルコストが不十分であり、デ

ータ等を日本側が肩代わりするなどの

事態が発生し、機材利用維持管理が懸

念される。�

2-3 機材の利用維持管理に関する技術移

転は計画とおりに実施されており、利

用管理に必要な基礎知識を習得してい

る。�

2-1, 2-2, 2-3毎週のようにデータが入っ

てきており、また画像等もかなり蓄積

されてきており、入手データ・データ

検索のデータベース及び在庫管理シス

テムの構築が必要になってきている。�

３．技術移転は機材の入荷遅れで若干の

活動計画の修正が行われた。現在まで、

活動はほぼ計画どおりに進捗している。�

ここの技術移転項目の進捗状況は以下

のとおりである。�

Ⅰ．この分野はデータのハンドリング及

びリモートセンシングの基本概念の把

握にかかわるものである。C/Psは手

法及び知識を習得している。項目３は

未移転、項目2.d , 2.fは移転の第一段階

である他は、計画どおりに技術移転が

行われ、C/Pは移転された技術を習得

している。�

Ⅱ．この分野はASTERによる画像処理と

変質鉱物分類図・岩石分布図に関する

ものである。この分野における技術移

転は全部の項目で順調に技術移転が進

んでおり、C/Pが期待以上に技術・知

識を習得している項目も半分ある。�
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�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

4. セミナー・ワ

ークショップ、

学会・雑誌等

へ発表を通じ、

リモートセン

シングデータ

の有用性が関

係者やユーザ

ー*2に理解され

る。�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

　�

�

�

�

�

4-1 �

・セミナー、ワークショップは何

度開催されたか？�

・どのような人（勤務先、職業）

が何名、参加したか？�

・参加者の反応はどうであったか？�

�

�

�

�

�

4-2�

・学会、雑誌等に何件、どのよう

な発表を行ったか？�

・学会での発表時、参加者の反応

はどうであったか？�

�

・発表した内容について、外部か

らの問い合わせは何件あったか？ �

�

Ⅲ．この分野はASTERデータの地質図作

成及び鉱物資源探査への応用に関する

分野である。この分野は2002年４月以

降に移転が開始されており、技術移転

が当初計画よりやや遅れ気味（活動の

実施状況参照）であり、現場における

スペクトロメータの使用法を除けば、

移転の初期段階にある。C/Psは移転

された技術・知識を習得している。�

Ⅳ．この分野はPALSARを使用したマイ

クロウェーブ解析に関するものである。

この分野の技術移転は2003年以降に実

施されるもの（計画とおり）で、今の

ところ概要説明程度の技術移転にとど

まっている。また2005年以降のデータ

利用が見込まれるPALSARに代えて

SARの技術移転を行う。この技術移転

には物理学、数学の知識をもったC/P
が１名必要である。�

Ⅴ．この項目はハイパースペクトルデー

タ解析に関するものである。技術移転

は2003年以降に実施される（計画どお

り）。�

技術的にはプロジェクト終了までにす

べての成果が達成される見通しである。�

4-1　セミナーは３回実施された。�

・2001年10月２日 参加者103名�

・2002年４月５日 参加者 95名�

・2002年10月24、25日 参加者 99名�

３回のセミナーを通じ、参加者に本プ

ロジェクトを理解させ、かつ最近のセ

ミナーにおいてはC/Pの行ったデータ

処理の発表が、参加者の賞賛を浴びた。

このように、先進的リモートセンシン

グの有効性が認識されてきている。�

・ワークショップは７回開催された。�

4-2 　C/Pの行った発表を以下に示す。�

・アルゼンチン地質学会 ３件�

・南米リモートセンシング・�

シンポジウム ５件�

・環境シンポジウム ７件�

極めて多数の問い合わせがあった。

2002年５月の地質学会での発表に関し

て、多数の質問が多数あり、また、

ASTERデータの使用、購入に関する問

い合わせもあった。こうした発表を通

じて関係者の関心が高まっていると判

断する。また同年11月の南米リモート

センシングシンポジウムの発表に関し

てはボリビア、ブラジルからの問い合

わせもあった。�
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・専門家（長期・短期）の数、専

門分野�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

・C/Pの数、専門分野�

�

�

�

�

�

�

・供与機材内訳、支出金額�

�

�

�

�

�

�

�

・運営経費�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

・受入研修員�

長期専門家　�

・チーフアドバイザー １名�

・調整員 １名�

・画像処理 １名�

・地質リモートセンシング １名�

短期専門家　13名（2001年度　８名、　

2002年度　５名)�

・ASTERの導入・利用 ７名�

・ソフトウェアのインストール ２名�

・データ管理システムのインストール�

 １名�

・SAR・次世代・その他データの利用  

 ３名�

１.フルタイム　C/P
RS/GIS ４名�

２.パートタイム　C/P
RS/GIS ４名�

DGR 20 名�

DRGM ８名�

DGAA ８名�

2002年11月末まで 総額 94,819千円�

主要物品 ワークステーション�

  7,978

 ネットワークプリンター�

 ２セット 10,865�

 赤外フーリエ分光放射計�

  9,519�

 高速分光放射計 7,481�

�

� �
�

消耗品�
ASTERデータ�
施設、機材及
びメンテナンス�
現場調査手当�
現場調査費�
その他�
合　計�
予　算�

2001年�
実　績�

3,000�
�

19,742�
�

2,436�
1,370�

12,480�
39,028�

107,500

2002年実績�
11月末現在�

4,700�
�

1,300�
�

27,506�
8,228�

11,560�
53,294

2002年�
予　算�

5,000�
5,000�

30,000�
�

45,000�
15,500�
27,500�

�
128,000

（単位：ペソ）�

＊１　テーマ図 ：鉱床生成図、他に現在しているものとしては、物理探査解析図、地化学探査解析図、地

　すべり危険地域図、災害地域図、洪水警戒地域図、土地利用図がある。

＊２　関係者やユーザー：他政府機関、民間企業、研究機関、大学等
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�

活動の進捗状況�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

モニタリングの実施状況�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

専門家とC/Pとの関係性�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

受益者の事業へのかかわり�

�

�

�

�

相手国実施機関のオーナー

シップ�

�

調査項目�

活動は計画どおり行われたか�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

・モニタリングの仕組みは整備され、計

画どおり行われているか？�

・モニタリングの結果は、どのようにプ

ロジェクト全体に伝達されているか？�

・モニタリングの結果は、どのように活

動に反映されたか？PDM、詳細活動の

軌道修正はあったか？�

・外部条件の変化へはどのように対応し

たか？�

�

�

�

・定期的なコミュニケーションの場を有

しているか？�

・どのようなかたちで両者間で生じた問

題に対処しているか？�

・話し合いの結果はプロジェクトに生か

されているか？具体的な例は？�

・C/Pは主体的、積極的にプロジェクトに

参加しているか？�

�

�

�

�

・IGRM職員は技術移転の内容を理解し、

積極的に協力しているか？�

・SEGEMAR職員はプロジェクト主催のセ

ミナー・ワークショップに積極的に参

加しているか？�

・実施機関責任者は自分の主管するプロ

ジェクト活動に意欲的に参加しているか？�

・予算の手当ては確実に実行されているか？�

・C/Pを計画どおり配置し、プロジェクト

運営に支障を生じないよう留意してい

るか？�

�

調査結果�

活動初期に機材の遅れによる若干の活動

の遅れがあった。そのため、計画の修正

も若干行われた。現在までのところ、大

部分の活動は計画どおりに行われている。

ただし、技術移転が、プロジェクト開始

時に個々のC/Pに与えられていた地域の

解析を通じて行われているため、画像処

理は計画どおり進んだが、やや、地質的

解釈の分野が遅れている。今後はこの分

野の活動計画を見直し、プロジェクト終

了までには、当初計画された活動すべて

を実施する予定である。�

・モニタリングはプロジェクト開始直後、

開始1年後、それ以降は半年ごとに計

画されており、かつ計画どおりに実施

されている。�

・それぞれの活動の評価は長期専門家に

よるC/Pの習熟度評価、及びC/P自身

による自己評価が行われ、両者で技術

移転状況のディスカッションがなされ

ている。その結果は、その後の活動に

反映されている（PDMの本質的見直

しはなかった）。�

・運営経費の項参照。�

・定期的な会議はないが、必要に応じて、

随時、話し合いがもたれている。�

・正規の意見調整のルートとしてはC/P
が日本側調整員に提起し、それを受け

て、チーフアドバイザーが意見を調整

し、C/Pに伝えるかたちをとっている。�

・アンケート調査によれば、双方のコミ

ュニケーションは良好である。�

・長期専門家のコメント及びC/Pに対す

るヒヤリングによれば、C/Pは主体的

かつ積極的にプロジェクト活動に従事

している。�

・プロジェクトへの関心が非常に高く、

C/P以外のIGRMの地質技師がASTER
による解析を依頼してきている。依頼

件数が多すぎてなかなか対応できない

ほどである。�

・実施機関の責任者はプロジェクトが実

施する重要な活動を指揮し、かつ意欲

的に参加している。�

・プロジェクトの幹部は資金不足のなか、

極力プロジェクトに優先的に経費を供

給しようと努力したが、資金不足は解

消できないままである。�

・C/Pの配置について今までのところ、

ほとんど問題を生じていない。ただし、

フルタイムC/Pの全員が契約社員であ

り、その契約期間は短い。 SEGEMAR
はこの雇用条件の改善に尽力している

が、この契約は大統領の承認が必要で

あるため、難しい。�

備考�
�

実施プロセス�
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�

�

上位目標は相手側の開発政

策に合致しているか�

�

�

�

�

�

�

�

ターゲット・グループ以外

への波及効果は期待できる

か�

�

�

�

�

�

�

�

�

プロジェクト目標は相手側

のニーズに合致しているか�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

日本の援助事業として妥当

性があるのか？�

�

調査項目�

・鉱業を国の主要産業とする国家戦略に

変更はないか？�

�

�

�

�

・鉱業投資を促進する政策（規制緩和等）

は推進されているか？�

�

・関連団体、特に、鉱山会社は本プロジ

ェクトに深い関心を抱いているか？�

�

�

�

�

�

�

�

・SEGEAR以外の官庁が本プロジェクトに

深い関心を抱いているか？�

・アルゼンチンの探鉱開発に対する鉱業

界の意欲は高まっているか？�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

・地質情報は豊富になるか？�

�

�

�

調査結果�

・2002年1月よりEduardo Duhaldeを大統

領とする新政権がスタートした。経済

危機克服のため新政策が実施されてい

るが、経済復興のために鉱業を重要視

し、鉱業投資を促進するという政策に

変化はない。�

・以前鉱業投資に妨げとなっていた、州

営鉱山による鉱区の非開放といった問

題はごく少数となっている。�

・C/Pが行った学会等での発表や、専門

誌の論文を通じて、関連団体から

ASTERデータに関する引き合いがあり、

そのなかに鉱山会社からの引き合いも

ある（チリのリオ・ティントと、アル

ゼンチンの地質コンサルタントはプロ

ジェクトに画像を発注した）。このこ

とは鉱山会社の関心の高まりを示して

いる。�

・農業研究所、原子力委員会、大学が本

プロジェクトに深い関心を抱いている。�

・現在、金属市場の低迷で世界の鉱山開

発は停滞気味である。アルゼンチンに

おいても最盛期には80件を超える開発

プロジェクトがあったが、現在は約10

プロジェクトしかない。しかしアルゼ

ンチンに鉱物資源が存在する有望性は

高く、国際価格が上昇すれば、鉱業開

発は再開される。�

・2000年に発効したアルゼンチン・チリ

鉱業統合条約により、国境付近の鉱床

の効率的開発が可能になった。このた

めサンファン地区の金鉱山がF/S調査

を終え、開発されようとしている。�

・アルゼンチン国内で地質図・テーマ図

の作成されている地域は少ない（地質

図は25万分の１が103枚、10万分の１

が39枚鉱床生成図約20枚、エアボーン

物理探査70万km2、多成分地化学探査

40万km2）。したがって、作成されれ

ば地質の情報量は豊富になる。本プロ

ジェクトは作図作業の効率化と情報量

の追加に寄与できる。�

・日本はこれまで、JICA-MMAJのプロジ

ェクトとしてアルゼンチンのアンデス

山岳地域の金属鉱物調査を継続的に実

施しており、この国における地質情報

にも詳しい。最新のリモートセンシン

グ技術と金属資源関連情報を持ち合わ

せて技術協力できる日本は、アルゼン

チン側の要望を満たすことができる。�

備考�
�

妥当性�

（被援助国のニーズとの整合性、日本の援助事業としての妥当性があるか）�



－18－

�

�

IGRMが鉱物資源探査のた

め地質図・テーマ図を作成

するのにASTERの先進的衛

星データは有効に利用でき

るか？�

�

調査項目�

・プロジェクト目標の達成は計画どおりか？�

・プロジェクト終了時までにプロジェク

ト目標は計画どおりに達成できるか？�

・ASTERデータは地質図・テーマ図に新

たな情報を追加できたか？�

�

�

�

�

・図面作成の精度・作業性は向上したか？�

・C/Pは新たな、技術・知識を身につける

ことができたか？�

�

�

・プロジェクトは継続して、連邦・地方

政府、ユーザーの支持を得ているか？（外

部条件に変化はないか）�

�

・IGRM作図担当者、C/Pは本プロジェク

トの成果に満足しているか？�

�

調査結果�

・技術的には、プロジェクト終了までに、

ほぼ計画どおり達成できるであろうと

判断した。�

・ASTERデータを利用した地質図・テー

マ図はまだ作成されていないが、画像

と現有の地質調査結果との対比から、

新しい情報が追加できるとRS/GIS部
門のC/Pのみならず、多くの地質調査

の担当者も確信している。�

・向上する（「プロジェクト目標」参照）�

・計画どおり、技術・知識を身につけて

きている。SEGEMAR幹部はC/Pが短

期間に多くの技術を習得したことを賞

賛している。�

・アルゼンチンにおける経済危機の影響

で、中央政府からの資金面での支援が

困難になってきており、見通しは明る

くない。�

・セミナー・ワークショップ及び現地の

共同調査を通じて、作図担当者は

ASTERデータの有用性の認識を深めて

いる。�

備考�
�

有効性�

（プロジェクトの実施により、期待される効果が得られるか？プロジェクトは有効であったとい�

えるか）�
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�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

投入された資源量に見合っ

た成果が達成されているか�

�

調査項目�

・成果は計画どおり達成されているか？�

・プロジェクト終了までに成果は計画ど

おり達成できるか？�

�

・配置されたC/P、専門家は、所与の期間

中、全員がプロジェクトに専念できるか？�

・配置された専門家、C/Pは技術移転に相

応しい技量を有しているか？�

・提供された施設・機材の稼働率は高いか？�

・提供された施設・機材は、計画された

活動に適しているか？�

・計画どおりの活動をするのに十分な資

金が提供されているか？�

・今後、投入計画の当初計画に対する大

きな乖離はないか？�

・人員配置のタイミングは計画どおりで

あるか？�

・施設・機材の投入のタイミングは計画

どおりであるか？�

・資金投入のタイミングは計画どおりで

あるか？�

�

・今後、タイミング面において投入計画

の当初計画に対する大きな乖離はないか？�

・投入にあたり、投入されるものは機能

と支払い金額の面から十分検討されて

いるか？�

・投入に著しい影響を及ぼした、予期で

きなかった外部要因はあったか？�

�

調査結果�

・成果は、今までのところ、計画どおり

達成されつつある。�

・プロジェクト終了までに成果は達成さ

れると判断した。�

・C/Pのほとんどが契約社員であるが、

ほとんどすべてのC/Pが現在の仕事を

継続したいと望んでいる。RS/GIS部
門で過去約10年、解雇は発生していな

い。�

・専門家、C/Pの人数、及び質的にも技

術移転に相応しい技量を有している。�

・供与されたすべての機材は利用されて

おり、稼働率も高い。�

・経済危機の影響で十分なローカルコス

トの提供が困難な状況にある。�

・人員配置のタイミングは計画どおりで

ある。�

・プロジェクト開始時に日本で購入した

パソコンの入荷が遅れ、また、インタ

ーネットの設置が遅れた。他の機材投

入のタイミングはほぼ計画どおりであ

った。�

・経済危機により、運営経費の投入タイ

ミングの困難に直面している。�

・主要機材の購入にあたっては、機能と

価格面から同種製品の比較検討が行わ

れ最適な機材が選定されている。�

・アルゼンチンにおける経済危機により、

政府の資金負担が困難になったのは、

プロジェクト開始当時においては予測

できない外部要因であった。�

備考�
�

効率性�

（プロジェクトは効率的であったか）�
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�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

上位目標（IGRMによって、

資源探査のための地質図・

テーマ図が整備される）�

の達成可能性が高まったか？�

その他の波及効果はあるか？�

�

調査項目�

探鉱開発業者によるアルゼンチンの鉱物

資源賦存に対する期待が高まっているか？�

地質図・テーマ図の発行部数は増加して

いるか？�

アルゼンチン国内において先進的リモー

トセンシングに対する研究・機材開発等

が増加しているか？�

�

�

�

�

�

他の官庁において先進的リモートセンシ

ングデータの活用計画が推進されてきて

いるか？�

SEGEMAR職員・IGRM職員の意識の変化

はあるか？�

�

�

�

�

上位目標はどの程度達成されているか？�

その他、予期しなかった（＝PDMには書

かれていない）プラス・マイナスの影響

の有無�

調査結果�

鉱物資源が有望視されている地域の地質

図・テーマ図作成の初期の段階であるが、

地質図・テーマ図の整備は鉱山業者に期

待されている。�

アルゼンチンの多くの組織が本プロジェ

クトの活動を通じて、ASTERに関心を持

つようになっている。特にアルゼンチン

チンのリモートセンシングの権威である

大学教授がASTERに高い関心を示してお

り、アルゼンチンにおける先進的リモー

トセンシングの期待は高まりをみせると

考えられる。�

ASTERに対する関心は高いが、活用しよ

う、協力しようという段階には至ってい

ない。�

SEGEMAR職員は最初のうち、このプロ

ジェクトをあまり認識していなかったが、

プロジェクト活動が進展し、プロジェク

トの成果が出始めたことで、専門家、

C/Pのみならず、RS/GIS部門に対し、高

く評価するようになった。�

（上位目標参照）�

予測できない外部要因であった。�

�

�

備考�
�

インパクト�

（プロジェクト実施により間接的・波及的効果はあるか）�

�
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�

政策支援の継続（見込み）�

�

�

�

�

関連組織・業界の支援、連

携�

�

�

�

�

実施機関の組織能力の有無�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

技術の定着度・普及の仕組

み�

�

�

�

�

�

�

�

社会配慮�

�

�

その他�

調査項目�

・アルゼンチンにおける鉱業投資重点政

策に変化はないか？　�

・変化が懸念される要因は存在していな

いか？�

�

・連邦政府、地方政府、ユーザーの支援

は継続するか？�

・他官庁との連携は検討されているか？�

・近隣諸国との連携は可能か？�

�

�

・実施機関の責任者はプロジェクトのマ

ネージメントに積極的であるか？�

・人員の配置は活動を円滑に実施するの

に適切であるか？�

・離職率はどの程度か？�

・活動を円滑に実施するのに適切な予算

を確保することができるか？�

・プロジェクト終了後も財政支援を継続

することができるか？�

・自ら資金を創出し、上位目標を達成に

導く方法を検討しているか？�

・モニタリング結果がプロジェクトに反

映されているか？�

・IGRMに知識・技術をどのように定着さ

せるかを検討しているか？�

・IGRMに技術を普及させる仕組みが検討

されているか？�

・資機材の維持管理は行き届いているか？�

・資機材の更新・増強の仕組みが検討さ

れているか？�

�

�

・鉱区周辺、鉱山労働者等への社会配慮

が不十分であったために生じている不

都合はあるか？�

（調査過程で明らかになる、自立発展を

阻害している要因）�

調査結果�

2002年１月よりEduardo Duhaldeを大統

領とする新政権がスタートした。経済危

機克服のため新政策が実施されているが、

経済復興のために鉱業を重要視し、鉱業

投資を促進するという政策に変化はない。�

・アルゼンチンにおける経済危機の影響

で、中央政府からの資金面での支援が

困難になった。この状況は続いている

が、最近の経済状態は改善の傾向にあ

る。�

・今のところない。�

・実施機関の責任者はプロジェクトが実

施する重要な活動を指揮し、かつ意欲

的に参加している。�

・2005年以降の先進的リモートセンシン

グの運営計画に従って、必要人員はプ

ロジェクト終了までに見直される。�

・2005年以降の適切な資金の獲得方法に

ついて具体的に検討された計画がプロ

ジェクト終了までに策定される。�

・C/Pと専門家との間のディスカッショ

ンと、合同調整委員会により、モニタ

リングがプロジェクト活動に反映され

ている。�

・フルタイム及びパートタイムC/Pはプ

ロジェクト終了後も引き続きIRGMに

配置される。�

・2005年以降の技術を定着させる仕組み

がプロジェクト終了までに策定される。�

・維持管理費用の面で不安がある。�

・2005年以降の資機材の更新・増強の仕

組みがプロジェクト終了までに策定さ

れる。�

本調査においては、社会配慮が不十分で

あったために生じている不都合はなかっ

た。�

�

備考�
�

自立発展性�

（協力終了後も効果が持続していくか？）�

�

�

�
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